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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近5事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月

売上高 (千円) 6,874,4708,215,0258,189,1928,901,9228,757,162

経常利益 (千円) 363,611450,692394,133398,572327,174

当期純利益 (千円) 205,954240,738229,753226,741182,716

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ─ ─

資本金 (千円) 100,000100,000309,024309,024309,024

発行済株式総数 (株) 12,500 18,750 21,590 21,590 21,590

純資産額 (千円) 1,213,9451,410,9622,007,0852,150,2762,265,151

総資産額 (千円) 2,397,1862,689,5613,107,9373,225,0433,311,414

１株当たり純資産額 (円) 95,915.6475,251.3492,963.6899,595.94104,916.68

１株当たり配当額
(内、１株当たり
　　　中間配当額)

(円)
2,400
(　 ―)

2,500
(　 ―)

3,600
(　 ―)

3,228
(   ─)

2,200
(   ─)

１株当たり当期純利益 (円) 15,276.3212,839.3710,668.5710,502.178,463.00

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 50.6 52.5 64.6 66.7 68.4

自己資本利益率 (％) 18.3 18.3 13.4 10.9 8.3

株価収益率 (倍) ― ― 11.2 4.8 8.0

配当性向 (％) 15.7 19.5 33.7 30.8 26.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 357,119△11,921229,834100,318320,191

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △11,162△2,085 △873 △119 △25,107

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,750△39,184356,187△77,319△69,307

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,119,4691,066,2781,651,4271,674,3071,900,083

従業員数
〔外、平均臨時
　　　雇用者数〕

(名) 254〔55〕270〔59〕289〔37〕329〔35〕350〔34〕
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 (注) 1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 2　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 3　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 4　株価収益率は、第25期まで当社株式が非上場かつ非登録であり、期中平均株価の把握が困難なため記載してお

りません。

 5　当社は、平成18年8月1日付で普通株式1株につき1.5株に、株式分割を行なっております。

 6　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号）を適用しております。

 7　当社は、平成19年4月6日に株式会社ジャスダック証券取引所に上場いたしました。

上場に際し、次のとおり新株式の発行を行っております。

　公募増資による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,580株

　オーバーアロットメントによる売出しに関連する第三者割当増資による増加　　　　260株　

 8　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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２ 【沿革】

　

　 　
昭和57年 5月

 
ＴｅｌＷｅｌ（財団法人電気通信共済会）のソフトウエアハウスとして、渋谷区
代々木に「株式会社共済情報ビジネス」（現 当社）」を設立
 

昭和58年 4月
 

ＮＴＴ加入者管理システム開発へ参画し、コーディング業務に着手

昭和61年 5月人材派遣サービス業に進出

昭和61年 6月
 

労働省（現 厚生労働省）より特定労働者派遣事業許可を取得
 

昭和63年 6月
 

業容拡大に伴い本店を新宿区高田馬場へ移転
 

平成 4年 6月
 

労働省（現 厚生労働省）より一般労働者派遣事業許可を取得し、人材派遣サービス
に本格的に進出
 

平成 8年 3月
 

業容拡大に伴い本店を新宿区上落合へ移転
 

平成 9年 6月
 

人材派遣サービス拡張に伴い横浜営業所（神奈川県横浜市神奈川区）を開設
 

平成10年 4月社名をデータリンクス株式会社へ変更、本社機能及びシステム事業の一部を渋谷区
道玄坂に移転
株式会社エヌ・ティ・ティ・データと資本提携
ＴｅｌＷｅｌ（財団法人電気通信共済会）システム部を当社へ統合及びＴｅｌＷｅ
ｌの情報システムについてトータル業務を当社へ移管
 

平成12年 3月通商産業省（現 経済産業省）システムインテグレータ企業登録
関東通信管理局一般第二種電気通信事業者の届出による取得
 

平成13年 3月ドコモ・サービス株式会社と資本提携
 

平成13年 4月株式会社データ通信システム（現：株式会社ＤＴＳ）と資本提携
 

平成15年 6月テルウェル東日本株式会社と資本提携
経営改革の一環として、渋谷区道玄坂事務所を本店所在地の新宿区上落合に移転
 

平成16年11月厚生労働省有料職業紹介事業者許可を取得
 

平成17年 2月財団法人日本情報処理開発協会(JIPDEC)より、プライバシーマーク認定事業者許諾
を取得
 

平成19年 4月株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成20年 4月人材派遣サービスの多角化に伴いアウトソーシングサービス業（※）に参入

平成21年11月北関東営業所を開設

　

※　アウトソーシングサービス業：お客様のコアビジネスの集中と効率化を図る目的として、お客様の業務の一部を請け負い、

当社の人材ビジネスのノウハウ・技術を活かし、共通事務や販売支援の業務委託から福利厚生業務代行、コールセンター

など、総合アウトソーシングサービスをご提供しています。
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３ 【事業の内容】

当社は、ＮＴＴグループ及び中堅企業をコアターゲットとしてシステムソリューションサービス事業

やＢＰＯサービス事業（※1）の提供を行っております。

それぞれの事業内容は、以下のとおりであります。

　（システムソリューションサービス事業）

　　①Ｗｅｂインテグレーション

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが提供するＷｅｂアプリケーション

「intra-mart」（※2）を開発基盤ツールとして用いたシステムインテグレーションのサービスを

行っております。

　　②データマイニングソリューション

データマイニング（※3）を利用し、マーケットに関する情報を採取し、販売予測や販売の分析、コ

ストや品質管理に関る原因の分析を主体に、プログラミング・統計解析・分析のサービスを行って

おります。

③基幹系システムソリューション

永年培ってきた大型コンピュータによるホスト系開発やクライアントサーバーシステムによる開

発、最近ではＥＲＰパッケージ（※4）を導入したシステム開発により、企業の根幹を担う人事・給

与や会計、販売管理といった基幹システムの開発を主体したシステムインテグレーションのサービ

スを行っております。
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　（ＢＰＯサービス事業）

①人材派遣サービス

　　　　「必要なスキル・経験を持った即戦力となる人材」をお客様が「必要なとき」に「必要な期間」だけ

「必要な人数」を活用できる。それが人材派遣です。当社では、政令で定められた業務（派遣法施行

令第４条第１号～２６号）で、業務を迅速かつ的確に行うために専門的知識や技術などを必要とす

る業務に対応しています。

　　②人材紹介サービス

　　　　　直接雇用を希望する求職者を正社員または契約社員として企業に紹介するサービスです。当社のコンサ

ルタントが、企業の採用方針などを理解した上で、多彩な分野の人材を紹介しています。企業にとっ

ては、採用におけるリスクを大幅に軽減することができ、求職者にとっては、効率的に最適な就職が

可能となります。

　　③アウトソーシングサービス

　　　　　多くのお客様とともに積み重ねてきた人材ビジネスのノウハウ・技術を活かし、営業支援やバックオ

フィス業務、総務・経理・人事業務代行、軽作業、データ入力、コールセンタ業務など、運営から管理

までを行なう総合アウトソーシングサービスを提供しています。すでに導入された企業様から高い

評価を頂き、企業の業務改善、売上向上、コスト削減に貢献しています。これからも永年の実績に基づ

いた知識とノウハウを活かしてまいります。

　

　

※1　ＢＰＯ：Business Process Outsourcingの略。企業が人事や管理業務、ロジスティクスなど、中核

　　　 ビジネス以外の業務を専門業者に委託するしくみ。

※2　intra-mart：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが開発したシステム構築基盤を実現

　　　 するＷｅｂアプリケーションであり、平成22年3月末現在において国内外2000社を超える導入実績に達し

　　　　ている。（同社発表）

　　　 当社は、平成14年11月から同社との販売ならびに製品開発に関する特約店契約を締結。

※3　データマイニング：大量のデータを加工・探索し、仮説を導き出し、場合によっては、予測モデルを構

　　　 築する一連のプロセスの総称。

※4　ＥＲＰパッケージ：Enterprise Resource Planning packageの略。企業の経営資源を有効に活用し経営

　　　 を効率化するために、基幹業務を部門ごとではなく統合的に管理するためのソフトウェアパッケージ。 
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　(1)　事業の相関図

　

(2)　事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年 3月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)
割合
(％)

関係内容

(親会社)
株式会社ＤＴＳ
（注）1　

東京都港区 6,113情報サ－ビス事業
50.0
（─)

 
システムソリューションサービ
ス（システム開発に伴うＳＥＳ
支援が主体）及びＢＰＯサービ
ス（システム運用や人材派遣が
主体）の取引
 

役員の兼任　3名
 

（その他の関係会社）
日本電信電話株式会社
（注）1　

東京都千代田区 937,950

基盤的研究開発及
び同社グループ会
社への助言、あっ
せん等

29.5
(29.5)

 
ＢＰＯサービス（人材派遣）の
取引

役員の兼任　─名
 

（注）1 有価証券報告書を提出しております。

2 「議決権の所有(被所有)割合」欄の（ ）内は、間接被所有割合を内数で記載しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年 3月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

350〔34〕 34.1 7.8 5,431

 (注) 1 従業員数は就業人員〔当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む〕であります。

 2 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 3 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　 臨時従業員は、パートタイマーであり、人材派遣社員を除いております。

　

　

(2) 労働組合の状況

当社は、情報産業労働組合連合会（情報労連）に所属しており、平成22年 3月31日現在の組合員数は

176名であります。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国の経済は、外需主導による生産活動に持ち直しの兆しは見られるものの、

経済活動の水準は低迷しており、雇用情勢や設備投資環境などは依然として深刻な状況が続いており

ます。

　情報サービス産業につきましても、回復の兆しは見られるものの、業務の内製化やシステム開発にお

けるプロジェクトの規模縮小など、技術者の人余りといった現象が生じております。また、人材ビジネ

ス市場におきましても、改正労働者派遣法案の可決に先立ち、人材派遣契約から契約社員化に切り替え

るなど、常用雇用に向けた雇用調整が進み、派遣会社においては新たな人材ビジネスのスタイルが求め

られております。

このような状況の下、厳しい事業環境ではありましたが、当社では、製販一体による営業活動により

需要動向を的確に捉え、営業努力を重ねた結果、システムソリューションサービス事業では、主要取引

先においてのシステムハード更改受注による特需やintra-mart開発関連等の受託開発案件が順調で

あったことから売上高は堅調に推移しました。一方で、ＢＰＯサービス事業においては、特定のアウト

ソーシング業務において収益不振に伴う業務縮小や、人材派遣業務の受注減少により、売上高は低迷し

ました。その結果、当事業年度の売上高は8,757百万円（前年同期比1.6％減）となりました。

　また、ＢＰＯサービス事業での契約単金の低下や業務終了による派遣スタッフの有給休暇取得増に伴

う粗利率の低下、セキュリティ強化に伴う社内システムへの情報化投資もあり、営業利益は323百万円

（前年同期比17.3％減）、経常利益327百万円（前年同期比17.9％減）、当期純利益は182百万円（前年

同期比19.4％減）となりました。

　

事業のサービス別営業概況は、次のとおりであります。

〔システムソリューションサービス事業〕

主要取引先において当社が維持管理を行なっている共済系システムのハード更改受注による売上特

需やintra-mart開発関連等の受託開発案件が順調であったことから売上が堅調に推移した結果、当事

業年度の売上高は2,722百万円（前年同期比15.0％増）となりました。

　

〔ＢＰＯサービス事業〕

一昨年より受注してきたＢフレッツ販売サポート業務（※）の収益不振に伴う影響及び撤退、さら

には取引先各社における内製化の影響による受注の減少や契約単金の引下げ等により売上が減少しま

した。この結果、当事業年度の売上高は6,034百万円（前年同期比7.7％減）となりました。

※　NTT地域会社(東日本・西日本)が提供する光ファイバーによるインターネット・電話・映像等の通信サービスを一般家

庭などに普及させる計画を実現するために、アウトソーシングで請負って「販売業務」の代行支援を行なうことであり

ます。
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　サービス別の売上高推移は次のとおりであります。

（百万円未満は切り捨て）

　
事業部門

前事業年度 当事業年度 増減

　 金額 比率 金額 比率 金額 比率

　 　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　
システムソリューションサービス 2,36626.6 2,72231.1 35515.0

　
ＢＰＯサービス 6,53473.4 6,03468.9 △500△7.7

　
合　　　　計 8,901100.0 8,757100.0 △144△1.6

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、以下のとおりであります。

現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ225百万円増加し、当期末は1,900

百万円となりました。キャッシュ・フロー項目ごとの状況と、主な増減要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、320百万円（前年同期は100百万円の獲得）と

なりました。

前事業年度と比べ、営業活動によるキャッシュ・フローは、219百万円増加しました。これは、売上債権

の減少及び法人税等の支払等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は25百万円（前年同期は0百万円の使用）となり

ました。これは、有形固定資産の取得による支出及び貸付による支出等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は69百万円（前年同期は77百万円の使用）とな

りました。これは、配当金の支払いによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績は、次のとおりであります。

事業部門

当事業年度
自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日

生産高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューションサービス 2,390,440 102.4

合　計 2,390,440 102.4

(注) 1　金額は、販売価格によっております。

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績は、次のとおりであります。

事業部門

当事業年度
自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューション
サービス

2,456,976 101.8 638,907 70.7

ＢＰＯサービス 5,925,883 102.2 1,718,862 94.0

合　計 8,382,859 102.1 2,357,769 86.3

(注) 1　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2　上記受注高には、商品売上高も含んでおります。

3　ＢＰＯサービスには、請負契約によるものと労働者派遣契約によるものの2種類が並存する契約形態を含みます。

　

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績は、次のとおりであります。

事業部門

当事業年度
自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日

販売高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューションサービス 2,722,331 115.0

ＢＰＯサービス 6,034,831 92.3

合　計 8,757,162 98.4

(注) 1　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2　上記の金額は、商品売上高も含んでおります。

3　ＢＰＯサービスには、請負契約によるものと労働者派遣契約によるものの2種類が並存する契約形態を含みます。

4　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　前事業年度及び当事業年度の販売金額の割合が10％以上の販売先は、該当ありません。
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３ 【対処すべき課題】

当社が提供する情報サービス業ならびに人材ビジネス業は、いずれも人材を主力とする事業でありま

すが、事業環境は依然厳しく、いまだ景気の回復には至っておりません。

　このような状況下で、当社が更なる発展、成長を目指すには、これまでの事業を再度洗い直しをし、新た

なベクトルを定め、個々の業務におけるスペシャリスト集団を育成することであると認識しております。

　　そのための課題に対する取り組み施策は、次の通りであります。

（1）システムソリューションサービス事業 

・社員育成を徹底し、技術者のキャリアパスを構築していくとともに、技術者の棚卸しを計りながら業務ノ

ウハウや技術ノウハウの向上に努め、ＳＩ業務の強化、拡大に努めてまいります。

（2）ＢＰＯサービス事業

・改正労働者派遣法案に対する取引先のニーズの把握や動向を睨み、専門性の高い派遣スタッフの確保と育

成を強化し、人材ビジネス業における新たなビジネスモデルを構築してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社の事業展開その他に影響を及ぼすリスク等については次のようなものが考えられます。なお、当社

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であ

ります。 

　

　

（1）親会社グループとの関係について

①親会社グループにおける当社の位置付け及び競合状況について

株式会社ＤＴＳは、平成13年4月から当社株式の取得により親会社となっておりますが、平成22年3月末現在に

おいて、親会社（株式会社ＤＴＳ）グループは、株式会社ＤＴＳを含む10社で構成されており、情報サービス業を

主体に展開しております。

　親会社グループにおける情報サービス業を展開する各社は、それぞれ個々の市場基盤や得意分野が異なってお

り、当社は、これまでの商業エリアにおける実績から首都圏を専門とした中堅企業やＮＴＴグループ及びそのエ

ンドユーザー向け中小規模開発案件を担当し、Ｗｅｂアプリケーション開発やデータマイニングソリューショ

ン、基幹系システム開発を展開するとともに、人材派遣サービスの提供も行うなど、自由な事業活動を行っており

ます。また、当社は、親会社グループが受託した情報サービス事業の一部の委託も受けており、親会社グループ内

において当社が行っている人材派遣業務を通じて、当社から株式会社ＤＴＳへ人材派遣の提供を行っておりま

す。現時点では、親会社グループとの競合はないものと認識しており、事業運営上の制約等も受けておりません。

　親会社からは、今後も当社の事業の独立性を尊重していく方針を示されておりますが、将来的に親会社の経営方

針が変更した場合は、主たる業務において事業競合が発生しないことを保障するものではありません。この場合

には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

②親会社グループとの取引関係について（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

親会社グループとの取引は次のとおりであります。

　
・株式会社ＤＴＳとの取引金額 778,819千円

　
・日本ＳＥ株式会社との取引金額 4,205千円

　
・株式会社ＦＡＩＴＥＣとの取引金額 79,976千円

　
・株式会社ＭＩＲＵＣＡとの取引金額 1,792千円

なお、取引条件及び支払条件の決定方法は、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本方針として決定してお

ります。また、親会社から事業運営上の制約等は受けておりませんが、将来的に親会社の事業運営上及び取引条件

等に関する方針が変更された場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

③親会社グループとの人的関係について
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当社取締役6名、監査役3名のうち、当社は社外の客観的見地から経営に関する助言を得ること及び取締役会機

能の充実等を目的として、親会社である株式会社ＤＴＳから非常勤取締役2名及び非常勤監査役1名を受け入れて

おります。

なお、株式会社ＤＴＳから受入れている取締役2名及び監査役1名の親会社での役職等は次のとおりです。

　 役職 氏名 親会社での役職

　 非常勤取締役 伊東辰巳 ㈱DTS常務取締役執行役員産業システム事業本部長

　 非常勤取締役 竹内　実 ㈱DTS執行役員金融事業本部長

　 非常勤監査役 尾崎　実 ㈱DTS常勤監査役

※上記以外で、親会社グループから出向者1名を受入れております。

　

（2）ＮＴＴグループとの関係について

①ＮＴＴグループとの取引について

当社の主要取引先であるＮＴＴグループへの当事業年度における売上高比率は77.0％（6,745百万円）を占

めております。ＮＴＴグループは、その事業の規模が大きく、通信以外の分野にも多角的に事業の展開を行なって

おり、当社におけるＮＴＴグループのマーケットは今後も拡大すると認識しておりますが、万一、ＮＴＴグループ

各社が一斉に何らかの事情により各分野での事業を縮小したり、当社との取引額を削減した場合には、当社の事

業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

②ＮＴＴグループからの社員受入れ及び退職者ＯＢの活用について

当社は、ＮＴＴグループに対する事業の推進を図るにあたり、ＮＴＴグループから早期退職者を社員として受

入れております。平成22年3月末日現在、常勤取締役2名、執行役員2名、部長職4名、マネージャー職1名の合計9名を

受入れております。

　また、ＢＰＯサービス事業でのコールセンター業務等の体制基盤を強化するにあたり、ＮＴＴ独自の端末機操作

や商品内容における知識やノウハウを得るために、契約社員並びに派遣スタッフとしてＮＴＴグループ退職者Ｏ

Ｂの採用を行なっておりますが、今後の採用に際して、ＮＴＴグループ退職者ＯＢの確保が困難になった場合は、

当社が提供するサービスの低下が予測され、業績等へも影響を及ぼす可能性があります。

③ＮＴＴ製品における特約店契約について

当社は、平成14年11月より株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートと同社が著作権を有するソ

フトウェア（※）を第三者に再使用することを許可する「特約店契約」を締結しております。当社のシステムソ

リューションサービス事業におけるＷｅｂインテグレーション業務は、同社が提供するソフトウェアによる開発

を主体としており、今後も同社との契約は継続していく方針でありますが、何らかの事情により、「特約店契約」

の解除等に至った場合は、これまでの販売・開発実績における顧客基盤を失う可能性があり、当製品に係る開発

ノウハウも活かせなくなることから、事業運営への支障や業績に対し、影響を及ぼす可能性があります。 

※ 統合基盤系Ｗｅｂアプリケーション「intra-mart」のことであります。
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（3）法的規制について

当社が行う事業には、労働者派遣法及び職業安定法の他、労働基準法、労働者災害補償保険法、健康保険法、厚生

年金保険法その他の関係法令等と密接な関係があります。当社は、法令遵守を事業推進における最重要課題として

おりますが、今後、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに伴って、改正ないし解釈の変更などが実施される場

合、その内容によっては、当社が行う事業に対し重大な影響を及ぼす可能性があります。 

①労働者派遣事業について

当社の主力事業の一つであるＢＰＯサービス事業の人材派遣業務を行うにあたり、一般労働者派遣事業者と

して、厚生労働大臣の許可を受けております。労働者派遣法は、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために派

遣事業主が派遣元責任者として満たすべき許可要件を定めておりますが、事業主が一定の欠格事項（※労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の第6条）に該当したり、法令に違

反したりする場合には、業務の停止を命じられたり、場合によっては一般労働者派遣事業の許可を取消される場

合があります。

　当社は、法令を遵守した事業活動を行っており、現時点において労働者派遣法に抵触するような事項はないと認

識しておりますが、今後、何らかの理由により許可の取消し等の事態が発生した場合には、人材派遣業務が行えな

くなり、当社の事業活動に大きな支障をきたすとともに、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

また、平成11年12月の「労働者派遣法」の抜本的改正により「対象業務の原則自由化」や平成16年3月改正に

よる「派遣期間制限の緩和」、「製造業の生産工程への派遣解禁」などにより、人材関連ビジネスにおける新規

参入業者が増加するなど、競争が激化することが予想されます。当社がこのような競争に適切な対応力を発揮し

得ない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

※欠格事項の主な内容は次のとおりであります。

・禁錮以上の刑、又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算し

て5年を経過しない者 

・健康保険法、船員保険法、労働者災害補償保険法、厚生年金保険法、労働保険徴収法等に関する法律若しくは雇用

保険法の一定の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら起算して5年を経過しない者 

・成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ていない者

・一般労働者派遣事業の許可を取り消され、取消の日から起算して５年を経過しない者等

以上の内容に該当する者等は、一般労働者派遣事業の許可を受けることはできない。

②一般労働者派遣事業許可の有効期限について

当社は、前述の法令等に基づき、厚生労働大臣より一般労働者派遣事業の許可を得ております。一般労働者派

遣事業の許可の有効期間は、許可の日から起算して3年となっており、許可の有効期間満了後引き続き許可に係る

一般労働者派遣事業を行おうとする者は、許可の有効期間の更新を受けなければなりません。更新を受けた場合

は、更新前の許可の有効期間が満了する日の翌日から起算して5年となっております。当社は平成4年に許可を得

ており、現在更新している許可の有効期限は、平成25年5月31日でありますが、何らかの事由により更新ができな

くなった場合には、労働者派遣事業が行えない等、当社の事業活動に重大な支障を来たす可能性があり、業績に大

きな影響を与える可能性があります。 

③改正労働者派遣法案における規制強化について

近年の経済・雇用環境を背景に、派遣切りや低賃金の実態が社会問題化し、労働者派遣法の改正が検討、国会

に法案が提出されております。事業に影響を来すと思われる主な内容は次のとおりです。

　・登録型派遣の原則禁止（ただし、専門26業種、高齢者派遣などは除く）

　・製造業派遣の原則禁止（ただし、常用雇用は除く）

　・日雇い派遣（日々または2ヶ月以内の期間）の原則禁止

　当社の労働者派遣業務は登録型派遣が大半を占めており、登録型派遣の原則禁止につきましては、自由化業務に

おける作業は常用雇用化を求められることから、取引先における直接雇用または当社での常用雇用化を図るなど
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対応を迫られていくことになり、当社の事業活動に支障を来たす可能性があり、業績に大きな影響を与える可能

性があります。

④社会保険について

社会保険における保険料率について、平成16年年金制度改革により、標準報酬月額に対する厚生年金保険料会

社負担分が現在の1,000分の76.75から、平成29年まで毎年1,000分の1.77ずつ引き上げられ、平成29年以降は

1,000分の91.5まで上昇します。今後も社会情勢の変化によっては、社会保険制度の改正が考えられ、保険料率や

被保険者の範囲などに変更がある場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

（4）個人情報の管理について

当社は、情報サービス事業者として、業務上、個人情報を伴う顧客データを数多く取り扱います。さらには、人材

派遣業務等の人材関連事業も行っていることから、多数の派遣スタッフ（派遣登録者）の個人情報を有しており

ます。そのため当社では、企業の果たすべき責任として、その適正管理の重要性を強く認識し、「個人情報に関する

コンプライアンス・プログラムの要求事項JIS Q5001」及び「個人情報保護に関する法令、規範」に基づき、個人

情報保護方針（平成18年10月1日改訂）を策定し、平成17年3月に財団法人日本情報処理開発協会から「プライバ

シー・マーク」付与の認定を受け、定期的に従業員・派遣スタッフ及び協力会社社員に対して研修会を実施する

など、技術面及び組織面における合理的な予防・是正措置を講じております。

また、個人情報保護推進委員会が、個人情報を取扱う各部門に対して、定期的に教育・指導を行い、必要な対応策

を実施し、内部監査により、随時管理状況をチェック・監査しております。 

　現時点において、当社から情報漏洩が発生した事実はありませんが、将来において万が一にも個人情報の漏洩が

発生した場合は、当社への損害賠償請求や、社会的信用の失墜等により、当社の事業運営に大きな支障をきたすと

ともに、業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

　

（5）経済産業省ＳＩ（システムインテグレータ）登録制度について

当社が行うシステムソリューションサービス事業において、経済産業省ＳＩ（システムインテグレータ）登録

制度（※1）へ登録しております。同事業を展開するにあたり、メーカーやユーザー系会社及びＮＴＴグループ等

からは、取引を行なう際の指定業者の条件として、同登録制度へ登録されていることを求められる機会が増加して

おります。登録においては、経済産業省が示す一定の条件（※2）を満たす必要がありますが、売上高・自己資本比

率・経常利益率等の経理的基礎や技術能力及びシステムインテグレーションの条件（※3）としての可否等を満

たせず、登録を外れた場合は、指定業者としての受注活動が出来なくなり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

※1 システムインテグレーションを適格に遂行できる経理的基礎、技術的能力、システムインテグレーションサービスの実績を備え

ている企業を「情報サービス企業台帳」に登録する制度。 

※2 経済産業省ＳＩ（システムインテグレータ）登録制度における審査には次のようなシステムインテグレータとしての要件を備

えていることが重視されます。また、登録企業であっても、登録要件に合致しなくなったと認められるものがあれば、登録期間中

（2年間による更新申請）でも、登録を取り消される場合があります。

※3 システムインテグレータの条件は下記のとおりであります。

　 条　件 内　　　　　　　　容

　

技術的知識 ハードウェア、OS、アプリケーション、通信、さらにはユーザーの業務内容など広範囲な分野にわたる技術

的知識が必要。

　

各種管理能力等 一般的に、システムの構築期間が長く、かつ、システム規模が大きいことから、この間のプログラム管理能

力、リスク管理能力、資金調達能力が必要。

　

企業体力 システム納入後に発生する多額のメンテナンス費用に耐え、円滑なメンテナンスの遂行を行える企業体力

が必要。
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（6）人材派遣スタッフの確保について

わが国の若年人口は、出生率の低下および少子化に伴い昭和60年代から減少し続けており、この傾向は今後も続

くものと予測されております。当社が行うＢＰＯサービス事業は、人材派遣業務が主体であり、その派遣スタッフ

の大半は20代の若年層が占めていることから、若年層の減少は、当社が必要とする人材の確保を困難にし、その結

果、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、派遣スタッフの確保を推進するために、求人誌

や新聞の折り込チラシ、インターネット等を活用し、幅広い求人活動を実施しておりますが、派遣スタッフ獲得に

向けた募集経費の増大や派遣スタッフ賃金の上昇等に対し、サービス価格への転化や業務効率などの自社努力で

も吸収できない場合は、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

（7）人材派遣における料金の変動について

当社が行うＢＰＯサービス事業における人材派遣業務の派遣料金は、派遣先企業に月単位で派遣料金を請求・

売上計上しており、派遣スタッフに支払う給与及び社会保険等の費用を売上原価に計上しております。当社は適正

水準による給与支払と適正価格による請求に努め、派遣スタッフへの給与支払水準の引き上げの際には請求料金

についても値上げすべく、派遣先企業との交渉に取り組んでおります。しかしながら、人材派遣業務における企業

間競争の激化により、派遣先企業において適正価格の水準を大きく下回る変更があった場合には、請求料金と支払

給与の比率が変動し、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

　

（8）ソフトウェア開発のプロジェクト管理について

システムのオープン化によるプロジェクトの小規模化や短納期化に伴い、プロジェクト管理及び品質管理の重

要性が今まで以上に高まっております。当社におきましては、一定額以上の一括案件についての受注可否を審議す

ることを目的に受注判定会議を設け、不採算案件発生の抑制をしております。現状では、当社の業績に大きな影響

を与える恐れのある不採算案件はありませんが、これらの対策を講じているにもかかわらず、不測の事態が発生し

た場合、採算の悪化するプロジェクトが発生する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　
相 手 先 名称 契 約 期間 該 当 事業 契 約 の 内容

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ・イントラ
マート

期間満了3ヶ月前までにいずれか
らも別段の意思表示がないとき
は、さらに満了日翌日から1年間
有効に存続するものとし、以後も
また同様とする。
（契約締結日）
平成14年11月1日

シ ス テ ム ソ
リューション
サービス

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ・イントラマートが著
作権を有するソフトウェアを
第三者に再使用を許諾する
「特約店契約」の締結。

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ・イントラ
マート

上記「特約店契約」に対する特
約契約として締結。
（契約締結日）
平成22年3月15日

シ ス テ ム ソ
リューション
サービス

株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ・ビズインテグラルが
取り扱う製品「Ｂiz∫（ビズ
インテグラル）」の①製品提
案・販売・構築②ＳＩ開発支
援③コンサルティングの提供
を行うセールスパートナーと
しての代理店契約を締結。
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

<売上高>

　当事業年度における売上高は8,757百万円（前年同期比1.6％減）となりました。内容としましては、

システムソリューションサービス事業において、主要取引先において当社が維持管理を行っている共済

系システムのハード更改受注による売上特需やintra-mart開発関連等の受託開発案件が順調であった

ことから前年同期比15.0％増加し2,722百万円、ＢＰＯサービス事業は、一昨年より受注してきたＢフ

レッツ販売サポート業務の収益不振に伴う影響及び撤退、さらには取引先各社における内製化の影響に

よる受注の減少や契約単金の引下げ等により売上が減少した結果、前年同期比7.7%減少し6,034百万円

となりました。　

<売上総利益>

売上総利益は、売上高の減少と売上総利益率の低下により前事業年度と比較し7.5%減少し、885百万円

となりました。　

<営業利益>

営業利益は前事業年度と比較し17.3%減少し、323百万円となりました。これは売上高の減少及び売上

総利益率の低下よるものであります。なお、販売費及び一般管理費は前年実績とほぼ同額であります。

<経常利益>

経常利益は前事業年度と比較し17.9%減少し、327百万円となりました。

<当期純利益>

当期純利益は前事業年度に比べ19.4%減少し、182百万円となりました。

　

（2）財政状態の分析

（全般）

当事業年度における総資産は、前事業年度末と比較し86百万円増加し、3,311百万円となりました。

（流動資産）

当事業年度における流動資産は、前事業年度末と比較し60百万円増加し、3,194百万円となりました。

その主な要因は、現金及び預金225百万円、繰延税金資産12百万円の増加及び売掛金の減少169百万円等

であります。

（固定資産）

当事業年度における固定資産は、前事業年度末と比較し25百万円増加し、117百万円となりました。そ

の主な要因は、工具、器具及び備品14百万円、繰延税金資産5百万円、建物4百万円及びソフトウェア4百万

円の増加並びに、敷金及び保証金の減少3百万円等であります。

（流動負債）

当事業年度における流動負債は、前事業年度末と比較し27百万円減少し、1,021百万円となりました。

その主な要因は、買掛金56百万円、未払消費税等18百万円及び預り金2百万円の減少並びに、未払金36百

万円、賞与引当金5百万円及び未払費用5百万円の増加等であります。   

（固定負債）

当事業年度における固定負債は、前事業年度末とほぼ同額の25百万円であります。
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（純資産）

当事業年度における純資産は、前事業年度末と比較し114百万円増加し、2,265百万円となりました。そ

の主な要因は、当期純利益182百万円及び配当金の支払69百万円等によります。

　

（3）キャッシュ・フローの分析

当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、以下のとおりであります。

現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ225百万円増加し、当事業年度末

は1,900百万円となりました。キャッシュ・フロー項目ごとの主な増減要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、320百万円となりました。

収入の主な内訳は、税引前当期純利益324百万円、売上債権の減少169百万円、未払金の増加30百万円、未

収入金の減少6百万円及び賞与引当金の増加5百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少56百万

円、未払消費税等の減少18百万円、長期未払金の減少8百万円、法人税等の支払162百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果、使用した資金は、25百万円となりました。

支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出19百万円、貸付けによる支出5百万円、敷金の差入に

よる支出2百万円、無形固定資産の取得による支出2百万円であり、収入の主な内訳は、貸付金の回収によ

る収入3百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果、使用した資金は69百万円となりました。

これは、配当金の支払いによる減少69百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における、重要な設備の新設はありません。

　また、重要な設備の除却または売却もありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成22年3月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具及び

備品
合計

本社
(東京都新宿区)

シ ス テ ム ソ
リューション
サービス・Ｂ
ＰＯサービス
事業

本社設備及び
派遣事務設備

4,159 15,639 19,798332(33)

横浜営業所
(神奈川県横浜市神
奈川区)

ＢＰＯサービ
ス事業

派遣事務設備 623 1,976 2,599 14( 1)

北関東営業所
(埼玉県さいたま市
大宮区)

ＢＰＯサービ
ス事業

派遣事務設備 4,013 245 4,258 4(─)

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　現在休止中の設備はありません。

４　土地及び建物は賃借しております。

５　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

　

事業所名
(所在地)

設備の内容 台数
リース期間
（年）

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都新宿区)　　

本社設備及び派
遣事務設備

一式
　　
4～5年 2,264 187

横浜営業所
(神奈川県横浜市神奈川
区)　

派遣事務設備 一式

 
　　6年 1,092 2,593

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

新たに確定した重要な設備の新設計画はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000

計 50,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年6月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,590 21,590
ジャスダック証券取
引所

単元株制度を採用しておりません。

計 21,590 21,590 ― ―

（注）ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年4月1日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市

場）に上場となっております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年2月1日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はあり

ません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成18年8月1日（注）1 6,250 18,750 ― 100,000 ― ―

平成19年4月5日（注）2 2,580 21,330 189,888289,888189,888189,888

平成19年5月8日（注）3 260 21,590 19,136 309,024 19,136 209,024

(注)  1　平成18年7月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数１株に付き1.5株の割合をもって分割した

ものであります。

 2　有償一般募集増資（ブックビルディング方式）

発行価格160,000円、引受価額147,200円、資本組入額73,600円

 3　オーバーアロットメントによる売出しに関連する有償第三者割当増資（普通株式）

割当価格147,200円、資本組入額73,600円

割当先は、野村證券株式会社であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成22年3月31日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 3 5 7 2 2 638 657

所有株式数
(株)

─ 153 160 17,191 90 2 3,99421,590

所有株式数
の割合(％)

─ 0.70 0.74 79.62 0.41 0.00 18.49100.00

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＤＴＳ 　　　　　　　　　 東京都港区新橋6丁目19番13号 10,800 50.02

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ　 東京都江東区豊洲3丁目3番3号 3,750 17.36

テルウェル東日本株式会社　　　　　 東京都渋谷区千駄ヶ谷5丁目14番9号 1,875 8.68

データリンクス社員持株会　　　　　 東京都新宿区上落合3丁目10番8号 844 3.90

ドコモ・サービス株式会社　　　　　 東京都豊島区東池袋3丁目16番3号 750 3.47

西薗　仁 埼玉県さいたま市浦和区 160 0.74

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1丁目4番地 124 0.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番11号 124 0.57

長谷　清志 東京都品川区 110 0.50

藤田　實男 三重県松坂市 105 0.48

計 ― 18,642 86.34

（注） 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第3位を切り捨てて表示しております。　
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―   ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,590
 

21,590
  ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 21,590 ― ―

総株主の議決権 ― 21,590 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　

(10) 【従業員株式所有制度の内容】

　該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

(1) 利益配当の基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、企業体質の強化及び今後

の事業展開を勘案しつつ、配当性向30％を目安に各期の業績を考慮し、安定的かつ継続的な配当を実施し

ていくことを基本としております。

(2) 当期の配当決定に当たっての考え方

当社は、期末配当の年1回剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　この剰余金配当の決定機関は、株主総会であります。当事業年度の配当につきましては、この方針に基づ

き、1株当たり2,200円といたします。次期の配当につきましても、上記の方針に基づき決定することとし

ております。

また、当社は、会社法第454条5項に規定する中間配当を取締役会の決議によって行うことができる旨、

定款で定めておりますが、上記の基本方針により中間配当は実施いたしておりません。

　　（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額　　　　（千

円）
１株当たり配当額

（円）

平成22年6月22日
47,498 2,200

定時株主総会決議

(3) 内部留保資金の使途

内部留保資金につきましては、新しい情報技術への開発投資及び人材育成投資等の中長期的な企業価

値の増大を図るための先行投資として投入していくこととしております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) ― ― 674,000 119,000 68,400

最低(円) ― ― 93,000 48,650 49,600

(注)  1　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

なお、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年4月1日付で大阪証券取引所（ＪＡＳ

ＤＡＱ市場）に上場となっております。　

 2　当社株式は、平成19年4月6日からジャスダック証券取引所に上場いたしましたので、それ以前については該

当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 64,800 61,100 65,300 64,000 63,000 68,400

最低(円) 54,900 52,500 56,400 59,500 58,100 60,100

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

なお、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年4月1日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤ

ＡＱ市場）に上場となっております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

代表取締役
社長

― 村　井　一　之 昭和28年1月25日生

昭和50年 4月

 

日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社）

平成22年
6月から
2年

14

平成11年10月 株式会社エヌ・ティ・ティ・デー

タ東日本支社長

平成13年 4月 エヌ・ティ・ティ・データ・カス

タマサービス株式会社取締役経営

企画部長

平成15年 6月 同社代表取締役常務営業本部長

平成19年 4月 株式会社ＤＴＳ入社営業本部部長

平成19年 6月 当社取締役

平成19年10月 株式会社ＤＴＳ執行役員営業本部

ソリューション営業第二部長

平成20年 3月 株式会社アスタリクス取締役

平成20年 4月 株式会社ＤＴＳ執行役員営業本部

長

平成20年 6月 同社取締役執行役員営業本部長

平成22年 4月 同社取締役（現任）

当社代表取締役副社長

平成22年 6月 当社代表取締役社長（現任）

取締役
兼執行役員

ソリュー
ション
事業部長

津留﨑　睦　雄 昭和27年12月26日生

昭和53年11月

 
株式会社データ通信システム入社

(現株式会社ＤＴＳ）

平成22年
6月から
2年

30

平成13年 4月 同社金融事業部金融システム第二

部長

平成15年 4月 同社システム開発本部金融第一事

業部長

平成16年 4月 当社執行役員ソリューション事業

部長(出向)

平成16年 6月 当社取締役ソリューション事業部

長 (出向）

平成17年 1月 当社入社取締役ソリューション事

業部長

平成17年 2月 当社常務取締役ソリューション事

業部長

平成18年 6月 当社常務取締役兼執行役員ソ

リューション事業部長

平成20年 6月 当社取締役兼執行役員ソリュー

ション事業部長（現任）
  

取締役
兼執行役員

キャリア

ネット

事業部長

青　木　三　平 昭和23年10月31日生

昭和42年 4月日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社）

平成22年
6月から
2年

10

平成11年 2月 同社研究開発センター開発企画部

総務課長

平成16年 4月 エヌ・ティ・ティ・東日本株式会

社サービス茨城企画総務部長

平成17年 4月 当社入社総務部長

平成18年 4月 当社執行役員総務部長

平成18年 9月 当社取締役兼執行役員コーポレー

トサービス統括部長兼総務部長

平成22年 4月 当社取締役兼執行役員キャリア

ネット事業部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

取締役
兼執行役員

コーポレート

サービス統括

部長

兼企画部長、

兼総務部長

古　田　一　人 昭和38年4月10日生

昭和61年 4月株式会社全国教育研究所入社

平成22年
6月から
2年

14

平成元年 9月 当社入社（株式会社共済情報ビジ

ネス 現データリンクス株式会

社）

平成17年 4月 当社企画部長

平成18年 9月 当社コーポレートサービス統括部

企画部長

平成19年 7月 当社執行役員コーポレートサービ

ス統括部企画部長

平成22年 4月 当社執行役員コーポレートサービ

ス統括部長、兼企画部長、兼総務部

長

平成22年 6月 当社取締役執行役員コーポレート

サービス統括部長、兼企画部長、兼

総務部長（現任）

取締役 ─ 伊　東　辰　巳 昭和28年11月25日生

昭和51年 3月株式会社データ通信システム入社

(現株式会社ＤＴＳ）

平成22年
6月から
2年

─

平成15年 4月 同社システム開発本部社会事業部

長

平成16年 4月 同社執行役員システム開発本部社

会事業部長

平成18年 4月 同社執行役員産業システム事業本

部長

平成18年 6月 同社取締役兼執行役員産業システ

ム事業本部長

平成18年10月 株式会社アスタリクス取締役（現

任）

平成19年 6月 当社取締役（現任）

平成19年11月 逓天斯（上海）軟件技術有限公司

董事
     

平成22年 3月 同董事退任

平成22年 4月 株式会社ＤＴＳ常務取締役執行役

員（現任）

取締役 ― 竹　内　　実 昭和36年6月21日生

昭和60年 4月

 

株式会社データ通信システム入社

(現株式会社ＤＴＳ）

平成22年
6月から
2年

─

平成15年 4月 同社金融システム第三部長

平成19年 4月 同社金融システム事業本部長

平成19年10月 同社執行役員金融システム事業本

部長

平成19年11月 逓天斯（上海）軟件技術有限公司

董事(現任）

平成21年 6月 株式会社ＦＡＩＴＥＣ取締役（現

任）

平成22年 4月 株式会社ＤＴＳ執行役員金融事業

本部長（現任）

平成22年 6月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

監査役
（常勤）

─ 熊　谷　和　紀 昭和17年8月30日生

昭和41年 4月日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社)

平成22年
6月から
4年

─

平成 2年 6月 エヌ・ティ・ティ・データ通信株

式会社関西支社副支社長（現株式

会社エヌ・ティ・ティ・データ）

平成 4年 6月 同社考査室長

平成 8年 4月 当社入社常務取締役

平成 9年 5月 当社代表取締役専務

平成13年 2月 日本カードプロセシング株式会社

常勤監査役

平成15年 9月 株式会社ぱるオンライン代表取締

役社長

平成17年 7月 エヌ・ティ・ティ・データ・ク

リェイション株式会社顧問

平成18年 6月

 

日本カードプロセシング株式会社

常勤監査役

平成20年 6月 当社常勤監査役（現任）
       

監査役 ― 尾　崎　　実 昭和25年10月31日生

平成 5年 4月株式会社三和銀行目黒支店長

平成22年
6月から
4年

─

平成14年 1月 株式会社ＵＦＪ銀行審査第1部主

任審査役

平成14年10月 株式会社データ通信システム（現

株式会社ＤＴＳ）入社　管理本部

企画部長

平成16年 4月 同社コーポレートスタッフ本部総

務部長

平成21年 2月 株式会社アスタリクス監査役（現

任）

平成21年 3月 株式会社ＭＩＲＵＣＡ監査役（現

任）

平成21年 6月株式会社ＤＴＳ常勤監査役（現

任)

株式会社九州ＤＴＳ監査役（現

任）

当社監査役（現任)

平成21年10月 デジタルテクノロジー株式会社監

査役（現任)　

監査役 ― 園　田　峯　生 昭和20年 6月17日生

昭和45年10月 司法試験　合格

平成22年
6月から
4年

─

昭和46年 4月 最高裁判所司法研修所入所

昭和48年 3月 同　研修所終了

昭和48年 4月 弁護士・小田法律事務所入所

昭和54年 6月 山本・園田法律事務所開設（現

任)

平成18年 6月 当社監査役（現任)
     

計 68

　　　 (注)  1　取締役伊東辰巳・竹内実は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

 2　監査役尾崎実・園田峯生は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

 3　当社では、意思決定の迅速化と経営責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。

　　執行役員は、上記取締役兼執行役員に下記1名を加えた4名で構成されております。

　　　執行役員　　大平 賢作　　コーポレートサービス統括部業務管理部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

当社における、企業統治の体制は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題として認識し、業

務執行に対する厳正な監督機能の実現、内部統制による効率的かつ透明性の高い経営を確立すること

を目指しております。さらに、役員及び従業員のコンプライアンスの徹底についても、重要施策として

積極的に取組んでおります。

イ　体制の概要とその体制を採用する理由

当社は、取締役会と監査役会を設置しております。この２つの機関が中心となって、コーポレート

・ガバナンスの維持・強化を図る体制をとっております。その具体的な内容は次のとおりでありま

す。 

　取締役会は、取締役6名（うち社外取締役2名）で構成し、定例取締役会を月１回、更に必要に応じて

臨時取締役会を開催し、経営方針など当社の重要事項の意思決定を行なうとともに、取締役の業務遂

行の監督かつ管理を行っております。 

　監査役会は、監査役3名（うち社外監査役2名）で構成し、原則3ヶ月に１回定例の監査役会を開催す

るほか、必要に応じて随時監査役会を開催し、監査役会で定めた監査方針及び監査計画に従い、監査

状況の確認及び協議を行うほか、監査室や監査法人とも連携し、随時監査についての報告を求めてお

ります。また、各監査役は、取締役会へ出席するほか、常勤監査役は、経営上重要な会議にも出席する

など、取締役の業務執行を常時監視する体制をとっております。 

　当社は、迅速かつ的確に業務執行が行える経営体制の確立を主眼として、執行役員制度を採用して

おります。執行役員は4名（うち3名が取締役兼任）であり、常勤役員及び執行役員で構成する経営会

議を月１回、その他必要の都度開催しており、個別の経営課題について協議しております。

　また、平成22年4月より新たにＣＳＲ（corporate social responsibility)担当を設置し、ＣＳＲ活

動の推進と一層の強化に引き続き取り組んでまいります。

ロ　内部統制システムの整備状況

当社は、日常の管理業務において、社内諸規程に則り牽制機能を働かせながら業務を行う他、職務

権限規程に応じた決裁権限を適切に行使することで、各職位が明確な権限と責任をもって業務を遂

行しております。

ハ　リスク管理体制の整備状況

当社は、健全な企業経営にとって、法令、社内諸規程をはじめ、社会ルールと企業倫理の遵守が必要

不可欠であるとの認識に立ち、企業価値増大の観点からあらゆる事業リスクを的確に掌握し、積極的

に経営戦略の中に取り組んでいくことを目的に、社長はじめ取締役及び執行役員が、経営に関わる法

令遵守や個人情報保護等の重要事項について経営会議において審議・決定し、情報の共有化と経営

体制の強化に繋げております。

　加えて全社員に対しては、日頃から社員教育や企業倫理意識向上への取り組みを通じて、法令を遵

守し、経済・社会倫理に従った事業活動の徹底を図っております。

　また、常勤役員及び執行役員で構成する「企業倫理委員会」及び「リスクマネジメント委員会」を

通じ、日々の事業活動の中で発生する可能性のあるリスク情報について、迅速かつ的確に対応できる

よう取り組んでおります。

ニ　取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。
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ホ　取締役の選任の決議

当社は、取締役の選任決議は累積投票によらない旨定款に定めております。

ヘ　自己株式の取得の決定要件

当社は、機動的な自己株式の取得を可能にすることを目的として、会社法第165条第2項の規定によ

り、取締役会の決議によって当会社の株式を取得することができる旨定款に定めております。

ト　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第5項の規定により、取締役会の決

議によって毎年9月30日を基準として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

チ　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役の招聘を容易にし、また、期待される役割を十分に発揮できる

よう、現行定款において、社外取締役及び社外監査役との間で、社外取締役及び社外監査役が任務を

怠ったことによる当社に対する損害賠償責任を一定の範囲に限定できる契約を締結できる旨を定め

ており、当社との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、100

万円または法令が規定する額のいずれか高い額としております。

　

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、社長直轄の監査室（2名）が、内部監査を担当しており、年

間監査計画にもとづき各部門等に対して内部統制システムの適切性や有効性等の監査を定期的に実施

し、チェック・指導する体制をとっております。また、必要に応じて臨時監査も実施しております。な

お、監査役及び会計監査人との間で監査の円滑な実施に寄与するための情報交換等を行い、監査の実効

性と質的向上を図っております。

　監査役監査は、監査役会は3名（常勤監査役1名、社外監査役2名）で構成され、各監査役は毎月開催す

る取締役会に出席しております。また、常勤監査役は毎月開催する経営会議に出席し、重要な事項につ
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いては監査役会で情報の共有化を図るほか、内部監査を実施する監査室と緊密な連携を図り、会社のコ

ンプライアンスに基づく適正な業務遂行及び財産の状況の調査等、その他の監査の充実を期しており

ます。各監査役は会計監査、業務監査を実施するとともに、随時、監査法人に対して監査について報告を

求めております。

　監査役と会計監査人とは、定期的に意見交換を行っております。今後についても事業計画策定時、四半

期決算、本決算時等タイミングを据え、財務の適正、透明性等について適時意見交換を図って参ります。

また、会計監査の適正性及び信頼性を確保するため、会計監査人が独立の立場を保持し、職業的専門家

として適切な監査を実施しているかを監視し検証しております。　

　

③　社外取締役及び社外監査役の状況

当社の社外取締役は2名であります。また、社外監査役は2名であります。

社外取締役伊東辰巳氏は、当社の親会社である株式会社ＤＴＳの取締役を兼務しております。なお、当

社との間には特別な利害関係はありません。

社外取締役竹内実氏は、当社の親会社である株式会社ＤＴＳの執行役員を兼務しております。なお、当

社との間には特別な利害関係はありません。 

社外監査役尾崎実氏は、当社の親会社である株式会社ＤＴＳの常勤監査役を兼務しております。なお、

当社との間には特別な利害関係はありません。 

社外監査役園田峯生氏は、山本・園田法律事務所の所長を兼務しております。なお、当社との間には特

別な利害関係はありません。

　社外取締役は、毎月開催する取締役会において、当社の経営にかかわる意見、同業他社の動向、近年の

社会環境等について意見を述べています。

　社外監査役は、毎月開催する取締役会に出席し、意見・提案等を行う他、取締役等からの業務執行状況

の聴取等を行い、適宜意見を表明しております。その他、取締役会以外の場でも、取締役等と広く意見交

換を行っております。

　また、当社は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）の上場規則に定める独立役員を確保しておりま

す。独立役員は、当社との特別な利害関係はなく、また特定事業関係者でもないことから、独立性が高

く、一般株主との利益相反の生じるおそれがないものと判断しております。

　当社は、社外取締役及び社外監査役を継続して選任することにより、取締役及び監査役の職務執行の

監督機能の維持向上を図っております。　 
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④　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（名）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く）

42,760 29,400 ─ 6,700 6,660 3

監査役
（社外監査役を除く）

6,400 4,800 ─ 1,000 600 1

社外役員 960 960 ─ ─ ─ 1

　

ロ　役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役及び監査役の報酬の決定については、株主総会で総枠の上限金額の承認を戴いております。

各取締役の報酬の具体的な金額、支給方法等については、職務内容と会社業績への貢献度を勘案し取

締役会で決定しております。各監査役の報酬の具体的な金額、支給方法等については、職務内容を勘

案し監査役会で決定しております。

　

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 2銘柄

貸借対照表計上額の合計額 16,855千円

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が

資本金額の100分の1を超える銘柄

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

50 15,575
主要な取引先であり、事業の連携強化を目的に保
有

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ・イントラ
マート

10 1,280同上

（注）株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートは、貸借対照表計上額が資本金額の100分の1以下でありま

すが、記載しております。

　

⑥　会計監査の状況及び弁護士等その他第三者の関与状況

当社では、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、期末監査に偏ることなく、期中にも適時

監査を受けております。

 なお、監査年数につきましては、７年未満につき記載を省略しております。

　　・業務を執行した公認会計士の氏名　　　　松本　正一郎、谷口　公一 
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　　　・監査業務にかかる補助者の構成　　　　　公認会計士2名　その他3名

また、弁護士、税理士との間で顧問契約を締結しており、法律問題及び税務問題に関する幅広いア

ドバイスを受けております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

19,500 ─ 19,500 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　　　該当事項はありません。

（当事業年度）

　　　該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　　　該当事項はありません。

（当事業年度）

　　　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は、監査公認会計士等より年間計画の提示を受け、その監査内容、監査日数等について当社の規

模、業務特性に照らして妥当性の確認を行い、当該監査日数に応じた報酬額について監査公認会計士等

と協議の上決定することとしております。また、その内容について監査役会の同意を得た後に契約を結

ぶこととしております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成20年4月1日から平成21年3月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(平成21年4月1日から平成22年3月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年4月1日から平成21年3

月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、研修への参加等により財務諸表等の適正性を確保するための取組みを行っております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,674,307 1,900,083

売掛金 ※1
 1,317,767

※1
 1,148,228

仕掛品 8,094 4,434

貯蔵品 1,483 1,378

前払費用 11,276 12,280

立替金 242 150

未収入金 9,312 3,001

繰延税金資産 117,217 129,873

その他 1,380 1,624

貸倒引当金 △7,697 △6,684

流動資産合計 3,133,386 3,194,371

固定資産

有形固定資産

建物 13,565 19,340

減価償却累計額 △9,216 △10,543

建物（純額） 4,348 8,796

工具、器具及び備品 21,490 33,988

減価償却累計額 △18,171 △16,127

工具、器具及び備品（純額） 3,319 17,860

有形固定資産合計 7,668 26,657

無形固定資産

ソフトウエア － 4,246

電話加入権 2,839 1,310

無形固定資産合計 2,839 5,556

投資その他の資産

投資有価証券 15,103 16,855

ゴルフ会員権 4,380 4,230

敷金及び保証金 51,330 48,187

繰延税金資産 10,335 15,556

投資その他の資産合計 81,148 84,829

固定資産合計 91,656 117,043

資産合計 3,225,043 3,311,414
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 187,388 131,207

未払金 500,475 537,430

未払費用 27,181 32,299

未払消費税等 73,311 55,257

未払事業所税 13,353 13,797

未払法人税等 86,280 86,363

前受金 1,817 1,817

預り金 19,282 17,032

賞与引当金 132,090 137,238

役員賞与引当金 7,000 7,700

その他 405 863

流動負債合計 1,048,585 1,021,007

固定負債

長期未払金 9,021 835

役員退職慰労引当金 17,160 24,420

固定負債合計 26,181 25,255

負債合計 1,074,767 1,046,262

純資産の部

株主資本

資本金 309,024 309,024

資本剰余金

資本準備金 209,024 209,024

資本剰余金合計 209,024 209,024

利益剰余金

利益準備金 25,000 25,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,210,500 1,367,500

繰越利益剰余金 392,682 348,705

利益剰余金合計 1,628,182 1,741,205

株主資本合計 2,146,230 2,259,253

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,046 5,897

評価・換算差額等合計 4,046 5,897

純資産合計 2,150,276 2,265,151

負債純資産合計 3,225,043 3,311,414
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年4月１日
　至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
　至 平成22年3月31日)

売上高

サービス売上高 8,866,984 8,425,271

商品売上高 34,938 331,891

売上高合計 8,901,922 8,757,162

売上原価

サービス売上原価 7,913,395 7,603,657

商品売上原価 31,586 268,078

売上原価合計 7,944,981 7,871,735

売上総利益 956,941 885,427

販売費及び一般管理費 ※1
 566,062

※1
 562,248

営業利益 390,879 323,178

営業外収益

受取利息 6,051 3,635

有価証券利息 1,277 －

受取配当金 275 300

受取賃貸料 60 30

雑収入 31 33

営業外収益合計 7,696 3,998

営業外費用

雑損失 2 2

営業外費用合計 2 2

経常利益 398,572 327,174

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,013

特別利益合計 － 1,013

特別損失

投資有価証券評価損 － 1,369

固定資産除却損 ※2
 137

※2
 638

ゴルフ会員権評価損 60 150

減損損失 － 1,528

特別損失合計 197 3,686

税引前当期純利益 398,375 324,501

法人税、住民税及び事業税 161,967 160,931

法人税等調整額 9,666 △19,146

法人税等合計 171,633 141,785

当期純利益 226,741 182,716
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【サービス売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 13,339 0.2 13,813 0.2

Ⅱ　労務費 　 6,093,51377.2 6,167,71881.2

Ⅲ　外注費 　 1,607,91420.4 1,233,95716.2

Ⅳ　経費 ※2 178,175 2.2 184,507 2.4

計 　 7,892,942100.0 7,599,997100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 28,546
　

8,094　

合計 　 7,921,489 7,608,091　

　　期末仕掛品たな卸高 　 8,094　 4,434　

当期サービス売上原価 　 7,913,395　 7,603,657　

　

(脚注)　1　原価計算の方法は、プロジェクト別に個別原価計算を実施しております。

　※2　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

　

前事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

（単位：千円）

旅費交通費　　　　　　　12,591　

通信費                  22,120  

賃借料                  15,718     

地代家賃                50,243    

消耗品費                10,497    

（単位：千円）

旅費交通費　　　　　　　　12,429

通信費                    20,258

賃借料                    12,888

地代家賃                  56,632 

消耗品費                  10,539
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年4月１日
　至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
　至 平成22年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 309,024 309,024

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 309,024 309,024

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 209,024 209,024

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 209,024 209,024

資本剰余金合計

前期末残高 209,024 209,024

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 209,024 209,024

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 25,000 25,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,000 25,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,060,500 1,210,500

当期変動額

別途積立金の積立 150,000 157,000

当期変動額合計 150,000 157,000

当期末残高 1,210,500 1,367,500

繰越利益剰余金

前期末残高 393,664 392,682

当期変動額

剰余金の配当 △77,724 △69,692

別途積立金の積立 △150,000 △157,000

当期純利益 226,741 182,716

当期変動額合計 △982 △43,976

当期末残高 392,682 348,705
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年4月１日
　至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
　至 平成22年3月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 1,479,164 1,628,182

当期変動額

剰余金の配当 △77,724 △69,692

別途積立金の積立 － －

当期純利益 226,741 182,716

当期変動額合計 149,017 113,023

当期末残高 1,628,182 1,741,205

株主資本合計

前期末残高 1,997,212 2,146,230

当期変動額

剰余金の配当 △77,724 △69,692

当期純利益 226,741 182,716

当期変動額合計 149,017 113,023

当期末残高 2,146,230 2,259,253

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 9,873 4,046

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5,827 1,851

当期変動額合計 △5,827 1,851

当期末残高 4,046 5,897

評価・換算差額等合計

前期末残高 9,873 4,046

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5,827 1,851

当期変動額合計 △5,827 1,851

当期末残高 4,046 5,897

純資産合計

前期末残高 2,007,085 2,150,276

当期変動額

剰余金の配当 △77,724 △69,692

当期純利益 226,741 182,716

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,827 1,851

当期変動額合計 143,190 114,874

当期末残高 2,150,276 2,265,151
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年4月１日
　至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
　至 平成22年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 398,375 324,501

減価償却費 2,334 4,274

減損損失 － 1,528

貸倒引当金の増減額（△は減少） 713 △1,013

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,153 5,148

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,000 700

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,089 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △25,880 7,260

受取利息及び受取配当金 △6,326 △3,935

有価証券利息 △1,277 －

売上債権の増減額（△は増加） △121,617 169,539

たな卸資産の増減額（△は増加） 19,820 3,764

仕入債務の増減額（△は減少） △5,560 △56,181

未払金の増減額（△は減少） 33,637 30,347

長期未払金の増減額（△は減少） △8,482 △8,185

前払費用の増減額（△は増加） △3,304 △1,003

未収入金の増減額（△は増加） △2,361 6,310

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,513 △18,054

前受金の増減額（△は減少） △1,062 －

預り金の増減額（△は減少） 2,069 △2,249

未払費用の増減額（△は減少） 2,577 5,118

立替金の増減額（△は増加） 326 92

その他 △3,420 10,217

小計 304,137 478,180

利息及び配当金の受取額 6,273 4,941

法人税等の支払額 △210,092 △162,930

営業活動によるキャッシュ・フロー 100,318 320,191

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △769 △19,227

無形固定資産の取得による支出 － △2,313

敷金の差入による支出 － △2,317

貸付けによる支出 － △5,000

貸付金の回収による収入 － 3,750

ゴルフ会員権の取得による支出 △340 －

その他 990 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △119 △25,107

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △77,319 △69,307

財務活動によるキャッシュ・フロー △77,319 △69,307

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22,880 225,776

現金及び現金同等物の期首残高 1,651,427 1,674,307

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,674,307

※
 1,900,083

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

39/69



【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

1 有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

 

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

　　 同左

2 たな卸資産の評価基準及び

評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1) 商品 (1) 商品

移動平均法 同左

(2) 仕掛品 (2) 仕掛品

個別法 同左

(3) 貯蔵品 (3) 貯蔵品

最終仕入原価法 同左

　 （会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第9
号　平成18年7月5日公表分）を適用し
ております。
　これによる損益に与える影響はあり
ません。
 

─────

 

3 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（建物附属設備は除く）に

ついては定額法を採用しておりま

す。

　また、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物（建物附属設備）　3年～15年

工具、器具及び備品　　2年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、3年間で均等

償却する方法を採用しております。

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

　　　同左

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込み利用可

能期間(5年)に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込み利用可

能期間(5年以内)に基づく定額法を

採用しております。
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項目
前事業年度

(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

　 （3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。

 

（3）リース資産

　　　同左

 

  4 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については原則とし

て貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、回収の可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金
　　　　同左

　

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　　　　同左

　 (3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金

　 　役員に対して支給する賞与に備　　

えるため、支給見込額のうち、当事業

年度に負担すべき金額を計上してお

ります。

　　　同左

　 (4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

 

(4) 役員退職慰労引当金

　　　　同左

 

 5 収益及び費用の計上基準 ────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

　 　 イ．当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事

　 　 工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）

　 　 ロ．その他の工事

　 　 工事完成基準

　 　 （会計方針の変更）

　 　 　受注制作のソフトウェア及び請負工事
に係る収益の計上基準については、従
来、工事完成基準を適用しておりました
が、「工事契約に関する会計基準」（企
業会計基準第15号　平成19年12月27日）
及び「工事契約に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第18
号　平成19年12月27日）を当事業年度よ
り適用し、当事業年度に着手した契約か
ら、当事業年度末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる契約につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の
見積りは原価比例法）を、その他の契約
については工事完成基準を適用してお
ります。
　これによる損益への影響はありませ
ん。
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項目
前事業年度

(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

6 キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 

　手持現金、要求払預金及び取得日か

ら3ヶ月以内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的投資から

なっております。

　　　同左

　 　 　
7 その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。　

(1) 消費税等の会計処理

　　　　同左　
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

(リース取引に関する会計基準等） ───────

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関
する会計基準」(企業会計基準第13号（平成5年6月17日
（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正）)
及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会
計士協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））
を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。　
　なお、平成20年3月31日以前に契約を行ったリース契約
につきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
　この結果、当事業年度において新たに当該変更の対象と
なるリース取引がありませんでしたので、従来の方法に
よった場合に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益への影響はありません。　　　

　

　 　

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

※1 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

　　ものは次とおりであります。

　　　売掛金　　　　　　 　　 　　　77,157千円

※1 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

　　ものは次とおりであります。

　　　売掛金　　　　　　　 　　　　　　84,578千円

　 　

　

　

(損益計算書関係）

　

前事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

　 　

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 173,721千円

役員報酬 53,160千円

法定福利費 30,602千円

賞与引当金繰入額 15,543千円

役員賞与引当繰入額 7,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,460千円

退職給付費用 6,031千円

採用関連費 52,540千円

支払手数料 38,438千円

減価償却費 393千円

貸倒引当金繰入額 713千円

 

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 172,166千円

役員報酬 45,960千円

法定福利費 35,233千円

賞与 28,783千円

賞与引当金繰入額 21,406千円

役員賞与引当繰入額 7,700千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,260千円

退職給付費用 7,521千円

採用関連費 22,443千円

支払手数料 41,029千円

減価償却費 1,889千円

 
　　おおよその割合

販売費 4.6％

一般管理費 95.4％

 

　　おおよその割合

販売費 3.3％

一般管理費 96.7％

 
　 　

※2　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※2　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　　  工具、器具及び備品　　　　　　　137千円 　　  工具、器具及び備品　　　　　　　 　638千円
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

　

　

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,590 ─ ─ 21,590

　
　

　
　

2　配当に関する事項

　

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月18日
定時株主総会

普通株式 77,724 3,600平成20年3月31日 平成20年6月19日

　

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 69,692 3,228平成21年3月31日 平成21年6月24日
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当事業年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,590 ─ ─ 21,590

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

2　配当に関する事項

　

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年6月23日
定時株主総会

普通株式 69,692 3,228平成21年3月31日 平成21年6月24日

　

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47,498 2,200平成22年3月31日 平成22年6月23日

　

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

　 　

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

現金及び預金勘定　 1,674,307
 

現金及び現金同等物 1,674,307
 

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

現金及び預金勘定　 1,900,083
 

現金及び現金同等物 1,900,083
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

　 　

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

　
取得価額
 相当額

　
減価償却累計額
 相当額

　
期末残高
 相当額

　 　 　　 　　
　 （千円） 　 （千円） 　 （千円）
　 　 　　 　　

工具、器具及び
 　備品

5,425　 2,185　 3,240

　 　 　　 　　

ソフトウェア 8,035　 5,858　 2,176

　 　 　　 　　

　 合計 13,460　 8,044　 5,416

 
 

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

　
取得価額
 相当額

　
減価償却累計額
 相当額

　
期末残高
 相当額

　 　 　　 　　
　 （千円） 　 （千円） 　 （千円）
　 　 　　 　　

工具、器具及び
 　備品

5,425　 3,089　 2,335

　 　 　　 　　

ソフトウェア 8,035　 7,867　 167

　 　 　　 　　

　 合計 13,460　 10,957　 2,503

 
 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,075千円

１年超 2,780千円

合　　計 5,856千円

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,140千円

１年超 1,639千円

合　　計 2,780千円

 
③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,960千円

減価償却費相当額 4,447千円

支払利息相当額 467千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,356千円

減価償却費相当額 2,912千円

支払利息相当額 280千円

 
④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

利息相当額の算定方法

　　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左

 
 

　（減損損失について）

　　　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

　（減損損失について）

　　　　　同左
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(金融商品関係)

　

当事業年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

１　金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行いません。

また、資金調達の必要性が生じた場合は、銀行借入で対応する方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及

び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を必要に応じて把握する体制としています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されています。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、営業債務は、流動性リスク

に晒されていますが、月次資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　

2　金融商品の状況に関する事項

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

　
貸借対照表計上額

（*）
時価
（*）

差額

(1) 現金及び預金 1,900,083 1,900,083 ─

(2) 売掛金 1,148,228 1,148,228 ─

(3) 投資有価証券
     その他有価証券 16,855 16,855 ─

(4) 買掛金 （　　131,207　） （    131,207　） ─

(5) 未払金 （　　537,430　） (    537,430　） ─

(6) 未払法人税等 （ 　　86,363　） （     86,363　） ─

　　　　（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
　

(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　

（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

（3）投資有価証券

時価については、株式は取引所の価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照下さい。
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（4）買掛金及び（5）未払金並びに（6）未払法人税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　

（7）デリバティブ取引

該当する取引がないため記載しておりません。

　

(注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　
1年以内
（千円）

現金及び預金 1,900,083

売掛金 1,148,228

投資有価証券
　その他有価証券のうち満期があるもの

 
─

合　　計 3,048,311

　

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しており

ます。
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(有価証券関係)

　

前事業年度(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

株式 8,279 15,103 6,823

合　　計 8,279 15,103 6,823

　

当事業年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

１　その他有価証券（平成22年3月31日）

区分
貸借対照表日における
 貸借対照表計上額

 (千円)

取得原価
 (千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
 超えるもの

　 　 　

株式 15,575 5,200 10,375

貸借対照表計上額が取得原価を
 超えないもの

　 　 　

株式 1,280 1,710 △430

合　　計 16,855 6,910 9,945

　

2　減損処理を行った有価証券

　当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について、1,369千円の減損処理を行っており

ます。

　減損処理にあたっては、期末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄については、一

律減損処理しております。

　下落率が30以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価推移等を考慮の上、時価の回復可能性

が認められないと判断される銘柄を減損処理しております。
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(デリバティブ取引関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

　該当事項はありません。

 

該当事項はありません。

 

　

　

(退職給付関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

1　 採用している退職給付制度の概要

  退職金制度について、確定拠出年金制度及び退職金

前払制度を採用しております。　　　　　

　　　　

 
2　 退職給付債務に関する事項

　　該当事項はありません。

 
 
3　 退職給付費用に関する事項

　 （千円）

①勤務費用

②確定拠出年金への
　掛金支払額等

14,441
 

40,548

③退職給付費用 54,990

 
 
4　 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　該当事項はありません。

 
 

1　 採用している退職給付制度の概要

  退職金制度について、確定拠出年金制度及び退職金

前払制度を採用しております。　　　　　

　　　　

 
2　 退職給付債務に関する事項

　　該当事項はありません。

 
 
3　 退職給付費用に関する事項

　 （千円）

①勤務費用

②確定拠出年金への
　掛金支払額等

13,410
 

44,688

③退職給付費用 58,099

 
 
4　 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

　該当事項はありません。
 

該当事項はありません。

 

　

　

(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

１繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

流動資産 　

（繰延税金資産） （千円）
　

　 未払事業税否認額 8,678

　 未払事業所税否認額 5,434

　 賞与引当金否認額 53,760

　 未払賞与否認額 33,781

　 未払法定福利費否認額 11,062

　 貸倒引当金否認額 3,132

　 その他 1,368

　 繰延税金資産合計 117,217
　

固定資産 　

（繰延税金資産） 　
　

　 役員退職慰労引当金否認額 6,984

　 ゴルフ会員権評価損否認額 1,320

　 電話加入権減損損失否認額 622

　 長期未払金否認額 3,499

　 ソフトウェア償却限度超過額 2,629

　 評価性引当額 △1,942

　 繰延税金資産合計 13,112
　

（繰延税金負債） 　
　

　 その他有価証券評価差額金 △2,777

　 繰延税金負債合計 △2,777

　 繰延税金資産純額 10,335
 
 

 

１繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

流動資産 　

（繰延税金資産） （千円）
　

　 未払事業税否認額 8,276

　 未払事業所税否認額 5,615

　 賞与引当金否認額 55,856

　 未払賞与否認額 41,754

　 未払法定福利費否認額 13,145

　 貸倒引当金否認額 2,720

　 その他 2,505

　 繰延税金資産合計 129,873
　

固定資産 　

（繰延税金資産） 　
　

　 役員退職慰労引当金否認額 9,938

　 ゴルフ会員権評価損否認額 1,381

　 電話加入権減損損失否認額 1,244

　 ソフトウェア償却限度超過額 9,664

　 評価性引当額 △3,183

　 その他 557

　 繰延税金資産合計 19,603
　

（繰延税金負債） 　
　

　 その他有価証券評価差額金 △4,047

　 繰延税金負債合計 △4,047

　 繰延税金資産純額 15,556
 
 

 
２法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　
　

　
交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.3％

　 住民税均等割等 0.3％

　 その他 △0.2％

　
税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.1％

 

２法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　
　

　
交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.4％

　 住民税均等割等 0.4％

　 その他 0.2％

　
税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.7％

 

　

　

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

52/69



(企業結合等関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

　該当事項はありません。
 

該当事項はありません。

 

 

(賃貸等不動産関係)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

───────
 

該当事項はありません。

(追加情報）

　当事業年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関す

る会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成

20年11月28日）を適用しております。　

 

　

　

　

(持分法損益等)

　

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

　 　

　関連会社がないため記載しておりません。
 

関連会社がないため記載しておりません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日)

（追加情報）

　当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　

企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業

会計基準適用指針第13号）を適用しております。

　この結果、従来の開示対象範囲に追加はありません。

　

1　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 株式会社ＤＴＳ
東京都
港区

6,113
情報サー
ビス事業

被所有
直接50.0

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託
役員の兼任　　　有

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）1

797,522売掛金 77,157

法人主

要株主

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ

東京都
江東区

142,520

データ通
信サービ
ス及びシ
ステム開
発事業等

被所有
直接17.3

システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）1

667,560売掛金 110,125

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

　（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他
の関係
会社の
子会社
 

テルウェル東日
本株式会社

東京都
渋谷区

3,000

ＮＴＴグ
ループ会
社等の福
利厚生施
設に関す
る事業等

被所有
直接8.6

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

648,490売掛金 90,194

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ・イント
ラマート

東京都
港区

516

パッケ―
ジソフト
（イント
ラ マ ー
ト）の販
売等

─
システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）１

418,888売掛金 66,752

ドコモ・サービ
ス株式会社

東京都
豊島区

100

ＮＴＴド
コモの携
帯電話等
の料金業
務・与信
業務等

被所有
直接3.4

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

211,655売掛金 44,078
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他
の関係
会社の
子会社

東日本電信電話
株式会社

東京都
新宿区

335,000

東日本地
域におけ
る地域電
気通信業
務及びこ
れに附帯
する業務、
目的達成
業務、活用
業務

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）１

568,077売掛金 119,001

ドコモ・サポー
ト株式会社

東京都
港区

20

ＮＴＴド
コモイン
フォメー
ションセ
ンター及
びメール
センター
受託運営
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

469,204売掛金 82,395

株式会社ＮＴＴ
東日本－神奈川

神奈川
県横浜
市

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

461,952売掛金 88,026

株式会社ＮＴＴ
東日本－東京南

東京都
港区

50

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

459,742売掛金 74,904

株式会社ＮＴＴ
東日本－埼玉

埼玉県
さいた
ま市

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

213,319売掛金 40,680

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

2　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社ＤＴＳ（東京証券取引所に上場）

　

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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当事業年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

1　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 株式会社ＤＴＳ
東京都
港区

6,113
情報サー
ビス事業

被所有
直接50.0

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託
役員の兼任　　　有

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）1

778,819売掛金 84,578

法人主

要株主

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ

東京都
江東区

142,520

データ通
信サービ
ス及びシ
ステム開
発事業等

被所有
直接17.3

システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）1

684,067売掛金 116,553

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

　（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他
の関係
会社の
子会社
 

テルウェル東日
本株式会社

東京都
渋谷区

3,000

ＮＴＴグ
ループ会
社等の福
利厚生施
設に関す
る事業等

被所有
直接8.6

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

576,637売掛金 73,525

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ・イント
ラマート

東京都
港区

516

パッケ―
ジソフト
（イント
ラ マ ー
ト）の販
売等

─
システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）１

344,161売掛金 46,229

ドコモ・サービ
ス株式会社

東京都
豊島区

100

ＮＴＴド
コモの携
帯電話等
の料金業
務・与信
業務等

被所有
直接3.4

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

307,117売掛金 53,730
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他
の関係
会社の
子会社

東日本電信電話
株式会社

東京都
新宿区

335,000

東日本地
域におけ
る地域電
気通信業
務及びこ
れに附帯
する業務、
目的達成
業務、活用
業務

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）１

266,670売掛金 11,347

ドコモ・サポー
ト株式会社

東京都
港区

20

ＮＴＴド
コモイン
フォメー
ションセ
ンター及
びメール
センター
受託運営
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

466,676売掛金 69,497

株式会社ＮＴＴ
東日本－神奈川

神奈川
県横浜
市

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

380,319売掛金 60,595

株式会社ＮＴＴ
東日本－東京南

東京都
港区

50

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

504,373売掛金 102,560

株式会社ＮＴＴ
東日本－埼玉

埼玉県
さいた
ま市

37

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

217,112売掛金 38,969

株式会社エヌ・
ティ・ティエム
イー

東京都
豊島区

100

東日本電
信電話及
び他の会
社等に対
する受託
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

226,862売掛金 63,904

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

2　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社ＤＴＳ（東京証券取引所に上場）

　

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

　 　 　

1株当たり純資産額 99,595円94銭 104,916円68銭

1株当たり当期純利益 10,502円17銭 8,463円00銭

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成21年3月31日)
当事業年度末

(平成22年3月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,150,276 2,265,151

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ─ ─

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,150,276 2,265,151

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（株）

21,590 21,590

　

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 226,741 182,716

普通株式に係る当期純利益(千円) 226,741 182,716

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 21,590 21,590

　

(重要な後発事象)

　

前事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

当事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

 
──────

 
──────
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記

載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 13,5655,775 ─ 19,340 10,5431,327 8,796

　工具、器具及び備品 21,49018,125 5,62833,988 16,1272,946 17,860

有形固定資産計 35,05523,901 5,62853,328 26,6714,274 26,657

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア ─ 4,246 ─ 4,246 ─ ─ 4,246

　電話加入権 2,839 ─ 1,528
(1,528)

1,310 ─ ─ 1,310

無形固定資産計 2,839 4,246 1,528 5,556 ─ ─ 5,556

(注) 1　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品 通信（電話）設備一式 6,820千円　

建物 北関東営業所（事務所工事一式） 4,350千円　

2　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 7,697 ─ ─ 1,013 6,684

賞与引当金 132,090 137,238 132,090 ─ 137,238

役員賞与引当金 7,000 7,700 7,000 ─ 7,700

役員退職慰労引当金 17,160 7,260 ─ ─ 24,420

(注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　

①　資産の部
　

a　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 165

預金 　

　普通預金 599,740

　定期預金 1,300,000

　別段預金 177

計 1,899,918

合計 1,900,083
　

b　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 116,553

株式会社ＮＴＴ東日本─東京南 102,560

株式会社ＤＴＳ 84,578

テルウェル東日本株式会社 73,525

ドコモサポート株式会社 69,497

その他 701,512

合計 1,148,228
　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,317,7679,195,4989,365,0381,148,228 89.1 48.9

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。
　

c　仕掛品

区分 金額(千円)

システム請負工事 4,434

合計 4,434
　

d　貯蔵品

区分 金額(千円)

帳票用紙等未使用分 1,378

合計 1,378
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②　負債の部

　

a　買掛金

相手先 金額(千円)

ダイワボウ情報システム株式会社 9,912

株式会社グローバル・ソリューションズ 8,307

株式会社ニューメディア総研 8,297

株式会社インターフェイス 7,576

株式会社アドバンストインテリジェントサービス 6,960

その他 90,153

合計 131,207

　

b　未払金

相手先 金額(千円)

スタッフ及びパートナー社員 305,751

従業員 120,004

社会保険料 55,395

株式会社オービック 7,616

ユニアデックス株式会社 5,405

その他 43,256

合計 537,430
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(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

　
  （自 平成21年 4月 1日

    至 平成21年 6月30日）

  （自 平成21年 7月 1日

    至 平成21年 9月30日）

  （自 平成21年10月 1日

    至 平成21年12月31日）

  （自 平成22年 1月 1日

    至 平成22年 3月31日）

売上高　　　　　　　（千円） 2,140,372 2,431,108 2,126,861 2,058,820

税引前
四半期純利益金額　　（千円） 70,801 100,506 97,365 55,828

四半期純利益金額　　（千円） 39,262 57,612 55,074 30,767

1株当たり
四半期純利益金額　　　（円） 1,818.54 2,668.46 2,550.90 1,425.09
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 4月1日から3月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末の翌日から3ケ月以内

基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日 9月30日、3月31日

１単元の株式数 　―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 　―

　　株主名簿管理人 　―

　　取次所 　―

　　買取手数料 　―

公告掲載方法

電子公告により行います。

ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、

日本経済新聞に掲載し行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは以下のとおりです。

　　　　http://www.datalinks.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
  

有価証券報告書
及びその添付書類　

事業年度
(第27期)

自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

　
平成21年6月25日
関東財務局長に提出。

(2)
  

有価証券報告書
の確認書

事業年度
(第27期)

自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

　
平成21年6月25日
関東財務局長に提出。

(3)
  

内部統制報告書
及びその添付書類　

事業年度
(第27期)

自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

　
平成21年6月25日
関東財務局長に提出。

(4)
  

四半期報告書
　

第28期
第１四半期

自　平成21年4月 1日
至　平成21年6月30日

　
平成21年8月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第28期
第２四半期

自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日

　
平成21年11月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第28期
第３四半期

自　平成21年10月 1日
至　平成21年12月31日

　
平成22年2月10日
関東財務局長に提出。

(5)
  

四半期報告書
の確認書

第28期
第１四半期

自　平成21年4月 1日
至　平成21年6月30日

　
平成21年8月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第28期
第２四半期

自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日

　
平成21年11月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第28期
第３四半期

自　平成21年10月 1日
至　平成21年12月31日

　
平成22年2月10日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年6月25日

データリンクス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　正 一 郎　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　口　　公　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているデータリンクス株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第27期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、データリンクス株式会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、データリンクス株

式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、データリンクス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年6月24日

データリンクス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　正 一 郎　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　口　　公　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているデータリンクス株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第28期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、データリンクス株式会社の平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、データリンクス株

式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、データリンクス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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